
日本史授業プリント現代７(122) 現在の日本へ 

  年   組   番            . 

【経済状況】経済大国日本から平成不況へ 

 ８０年代 経済大国への成長 ←石油危機からの早い脱出      マイクロエレクトロニクス 

  企業の１減量経営…人員整理、合理化、自動化(２産業用ロボット、３ＭＥの普及) ※米国の双子の赤字   

貿易収支は長期の４黒字  ・５円高  傾向 →欧米との６貿易摩擦 

   →1985．７プラザ合意   …７五カ国蔵相会議(Ｇ５)で円高ドル安への誘導に合意 

   →急激な円高の進行と不景気(８円高不況)…１ドル240円台から160円台へ 

   →その後、再び好景気＝９バブル景気  (1987末～1992年初)…株価・地価など実態とかけ離れる 

  ☆１人あたり国民所得はアメリカを越える 政府開発援助(ＯＤＡ)も世界最大に 

  ☆総評解散(1989)→10日本労働組合総連合会(11連合  )に合流 労働運動は低迷 <例>低い加入率 

  ☆12農産物の輸入自由化問題…13牛肉・オレンジ(1988) ※14コメ(1993) 

 ９０年代以降 15バブル崩壊(1992年初)…株価・地価の下落 

        →不良債権による金融機関の経営悪化 →16平成不況(複合不況)の長期化 

【国際情勢】冷戦の終結と新たな混迷 

 冷戦の終結…東西両陣営の経済的疲弊 特に東側(共産主義)の崩壊 

  1985．17ペレストロイカ…18ゴルバチョフによるソ連の改革 

   →東欧諸国の民主化運動(社会主義の放棄)激化 例：19ベルリンの壁崩壊、20東西ドイツ統一 

  1989．マルタ島での米ソ首脳会談(マルタ会談)で冷戦終結を宣言  1991．17ソ連崩壊 

 中東と米国 1980．18イラン・イラク戦争(～1988) ←アメリカはイラクを支援 

       1990．19イラクがクウェートへ侵攻 →1991．20湾岸  戦争…米中心の多国籍軍 

       2001．21アメリカ同時多発テロ →2001．アフガン空爆、2003．イラク戦争 

 国連活動への注目 例：22ＰＫＯ(平和維持活動)、23ＰＫＦ(平和維持軍) 

 

 

 

 

 

 

 

【時代順問題に挑戦】2004年度 追試験 日本史Ａ 

Ⅰ③先進5か国蔵相会議でプラザ合意が成立し，急速な円高が進んだ。８０年代 

Ⅱ②変動為替相場制に移行した。７０年代 

Ⅲ①東京でオリンピックが開催された。６０年代 



      1980.7～1982.12 与党：自民 

             25第二次臨時行政調査会(臨調)…会長26土光
ど こ う

敏夫
と し お

「増税なき財政再建」 

       1982.11～1987.11 与党：自民 

             アメリカとの関係強化「戦後政治の総決算」 防衛予算の拡大→28防衛費がＧＮＰ１％突破 

        行政改革 例：29三公社の民営化…30ＮＴＴ(電電公社)、31ＪＴ(専売公社)、32ＪＲ(国鉄)  

      1987.11～1989.6 与党：自民 

       34リクルート事件(1988) 昭和天皇没(1989.1)  35消費税導入(1989：３％)→総辞職 

      1989.6～8 与党：自民 

       参議院選挙で自民党大敗(参院では与野党逆転)→総辞職 

      1989.9～1991.11 与党：自民 

       38湾岸戦争(1991)…多国籍軍へ資金支援 39戦後、自衛隊の掃海艇をペルシア湾へ 

       1991.11～1993.8 与党：自民 

       佐川急便事件  41ＰＫＯ協力法可決(1992)→42自衛隊をカンボジアへ派遣 

       43自民党の分裂→44新生党(小沢一郎)・45新党さきがけ(武村正義)結成 →46内閣不信任案可決 

        →解散総選挙 →自民党過半数に届かず（47５５年体制崩壊） 

       1993.8～1994.4 与党：49日本新党、新生、社会、公明、新党さきがけなど８党連立 

        50日本新党党首 前熊本県知事  突然辞任(佐川急便事件疑惑) 

       1994.4～6 与党：新生、日本新、公明党など５党連立(社会党が離脱→少数与党) 

       1994.6～1996.1 与党：社会党(→社会民主党)・自民・さきがけ３党連立 

        社会党委員長 戦後５０年の不戦決議と談話(村山談話)  53新進党結成(1994) 

        1996.1～1998.7 与党：自民・社会民主・さきがけ３党連立→自民党単独内閣(1996.10) 

          55民主党結成(1996)  56日米防衛協力のための指針改定(新ガイドライン1997) 

         消費税率引き上げ(1997：５％)→自民党は参議院選挙で敗北 

       1998.7～2000.4 与党：自民 のち公明・保守などと連立 

      2000.4～2001.4 与党：自民・公明・保守の３党連立 

        2001.4～2006.9 与党：自民・公明(当初は保守党も)連立 

         60テロ対策特別措置法(2001)←アメリカ同時多発テロ 日朝首脳会談(2002)  

自衛隊をイラクに派遣(2004)   61郵政民営化法(2005) 

       2006.9～2007.9 与党：自民・公明 参議院選挙で与党過半数割れ(2007) ※岸信介の孫 

       2007.9～2008.9 与党：自民・公明 ※福田赳夫の子 

       2008.9～2009.9 与党：自民・公明 衆議院選挙で民主党大勝(2009) ※吉田茂の孫 

        2009.9～2010.6 与党：民主・社会民主・国民新党の３党連立 ※鳩山一郎の孫 

      2010.6～2011.9 与党：民主・国民新党の連立 

       2011.9～2012.12 与党：民主・国民新党の連立   

           2012.12～20.9 与党：自民・公明 消費税率引き上げ(2014：８％) (2019：１０％) 

      2020.9～21.10. 与党：自民・公明        2021.10～ 与党：自民・公明  
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